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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第83期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自 平成16年 
  4月1日 
至 平成16年 
  9月30日

自 平成17年
  4月1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成18年
  4月1日 
至 平成18年 
  9月30日

自 平成16年 
  4月1日 
至 平成17年 
  3月31日

自 平成17年
  4月1日 
至 平成18年 
  3月31日

売上高 (百万円) 20,974 27,706 25,510 48,196 53,871

経常利益 (百万円) 3,006 7,298 5,432 9,377 14,045

中間(当期)純利益 (百万円) 3,519 4,359 3,209 7,553 8,402

純資産額 (百万円) 20,865 32,318 39,024 28,150 36,265

総資産額 (百万円) 36,122 46,234 52,020 43,724 51,728

１株当たり純資産額 (円) 767.47 1,070.69 1,289.74 930.19 1,198.56

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 129.46 144.43 106.34 270.39 275.45

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.8 69.9 74.8 64.4 70.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,480 2,503 △596 6,788 9,666

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △555 △2,289 △848 △2,952 △5,335

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △676 △2,114 △1,216 △1,004 △3,335

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,031 1,714 1,948 3,614 4,609

従業員数 (名) 506 488 539 514 511



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第83期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自 平成16年 
  4月1日 
至 平成16年 
  9月30日

自 平成17年
  4月1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成18年
  4月1日 
至 平成18年 
  9月30日

自 平成16年 
  4月1日 
至 平成17年 
  3月31日

自 平成17年
  4月1日 
至 平成18年 
  3月31日

売上高 (百万円) 18,579 24,636 22,764 42,610 48,006

経常利益 (百万円) 2,974 7,045 5,173 9,108 13,617

中間(当期)純利益 (百万円) 3,749 4,174 3,057 7,592 8,086

資本金 (百万円) 3,678 5,250 5,250 5,250 5,250

発行済株式総数 (千株) 27,200 30,200 30,200 30,200 30,200

純資産額 (百万円) 20,345 31,417 37,746 27,434 35,219

総資産額 (百万円) 34,787 44,592 50,699 41,969 49,893

１株当たり純資産額 (円) 748.34 1,040.86 1,250.55 906.57 1,164.16

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 137.92 138.31 101.31 271.94 265.25

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 2 10 12 12 22

自己資本比率 (％) 58.5 70.5 74.5 65.4 70.6

従業員数 (名) 352 329 384 353 359



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年9月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年9月30日現在の従業員数(就業人員)は、384名であります。 

なお、従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は中部鋼鈑労働組合と称し、日本基幹産業労働組合連合会に加盟しております。

連結子会社（明徳産業㈱）の労働組合はＪＡＭ愛知明徳産業労働組合と称し、ＪＡＭに加盟しており

ます。 

なお、いずれも労使間には特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

鉄鋼関連事業 486

レンタル事業 17

倉庫事業 8

食品事業 20

医療廃棄物処理事業 1

エンジニアリング事業 7

合計 539



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

 (1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国経済の減速など不安要因はあった

ものの、企業収益の改善を背景とする設備投資の増加、個人消費の持続的回復など、民需主導で回復基

調をたどりました。  

 鉄鋼業界におきましては、公共土木などの低迷が続いたものの、外需の牽引もあって、自動車、造

船、産建機、電機など主要な需要業界が増勢を持続したことで、引き続き高水準な生産を維持すること

ができました。この結果、今上期の粗鋼生産量は５，８０６万トンと過去３番目の高い水準となりまし

た。                    

 このような経営環境のもと、当社グループは、主要な鉄鋼関連事業におきましては、販売価格の維持

を最優先課題としつつ、顧客ニーズへの細やかな対応、安定供給に努め、その他事業につきましてもそ

れぞれ積極的な営業活動を展開してまいりました。  

 その結果、当中間連結会計期間における業績は、連結売上高が、２５５億１千万円と前年同期に比べ

２１億９千５百万円、７．９％の減収、連結経常利益は５４億３千２百万円と前年同期に比べ１８億６

千５百万円の減益となり、連結中間純利益は３２億９百万円と前年同期に比べ１１億４千９百万円の減

益となりました。   

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。  

＜鉄鋼関連事業＞  

 当セグメントの主要製品の鋼板は、堅調な需要に支えられおおむね順調に推移いたしましたものの、

前年度下半期の耐震偽装問題、橋梁談合事件などに端を発した建設需要低迷の影響を受け、市中在庫が

積み上がり、販売価格、販売数量面で若干の調整を余儀なくされたこともあり、鋼板売上高は前年同期

に比べ１５億２千万円、６．９％減少いたしました。また主原料である鉄スクラップ価格が、国際価格

の高騰と旺盛な内需を背景に、前年同期に比べ大幅に上昇し、売上原価を押し上げたため、営業収益は

引き続き好業績ながら、前年同期に比べ減益となりました。その結果、当セグメントの売上高は２４１

億４千３百万円で前年同期に比べ２１億３千５百万円、８．１％の減収となり、営業利益は５２億８千

９百万円と前年同期に比べ１８億９千４百万円の減益となりました。  

＜レンタル事業＞  

 厨房用グリスフィルターのレンタル事業、およびデザイン広告の製作等を行うサイン事業ともに順調

な受注により、売上高は１億６千２百万円と前年同期に比べ１千万円の増収、営業利益は１千９百万円

と前年同期とほぼ同じ水準となりました。  

＜倉庫事業＞  

 危険品倉庫事業では需要増に対応するため倉庫を増設したことなどから、売上高は１億３千万円と前

年同期に比べ１千１百万円の増収となりましたが、償却負担増もあり、営業利益は３千３百万円と前年

同期に比べ４百万円の減益となりました。  



＜食品事業＞  

 冷凍豆腐製造・販売事業では、販売体制の充実、及び学校給食への拡販等により、売上高は２億２千

１百万円と前年同期に比べ３千８百万円増収となり、営業利益も２千７百万円と前年同期に比べ１千１

百万円の増益となりました。  

＜医療廃棄物処理事業＞  

 医療廃棄物処理事業では、売上高は１億１百万円、営業利益は３千５百万円といずれも前年同期とほ

ぼ同じ水準となりました。  

＜エンジニアリング事業＞  

 エンジニアリング事業では売上高は７億５千１百万円と前年同期に比べ１千２百万円、１．６％の減

収となりましたが、コスト削減努力により営業利益は６千３百万円と前年同期に比べ２千８百万円の増

益となりました。  

  

（２） キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、１９億４千８百万円となり、前連結会計年

度末より２６億６千１百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通

りであります。  

(営業活動によるキャッシュ・フロー ) 

 税金等調整前中間純利益は５４億３千４百万円となりましたが、売上債権の増加による資金減少や、

仕入債務の増加による資金増加の影響等を加減算し、法人税等を４５億９千３百万円支払った結果、営

業活動による支出が５億９千６百万円（前中間連結会計期間は２５億３百万円の収入）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 有形固定資産の取得による支出が２１億５千万円となりましたが、一部を有価証券の償還による収入

１４億９千９百万円で賄ったことなどにより、投資活動による支出は８億４千８百万円(前中間連結会

計期間は２２億８千９百万円の支出)となりました。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー ) 

 財務活動による支出は１２億１千６百万円（前中間連結会計期間は２１億１千４百万円の支出）とな

りました。これは、長期借入金を８億５千５百万円返済したこと、及び配当金を３億６千万円支払った

ことによるものであります。  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 



当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
  

 
  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

鉄鋼関連事業 15,409 9.9

食品事業 109 14.1

エンジニアリング事業 685 △5.3

合計 16,204 9.2

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

鉄鋼関連事業 16,659 △5.6 3,187 5.2

エンジニアリング事業 1,216 38.3 679 176.5

合計 17,875 △3.5 3,867 18.1

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

鉄鋼関連事業 24,143 △8.1

レンタル事業 162 6.8

倉庫事業 130 9.9

食品事業 221 20.8

医療廃棄物処理事業 101 0.1

エンジニアリング事業 751 △1.6

合計 25,510 △7.9

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱メタルワン 4,862 17.6 4,476 17.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

  特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

研究開発は、鉄鋼関連事業において生産技術・設備技術並びに新製品開発など現事業分野における市

場競争力の強化を中心に活動し、更に鋼材の用途開発により新商品による事業分野の拡大に努力してお

ります。 

 なお、研究開発活動に従事するスタッフは、技術部を主体に12名であり、研究開発費は、28百万円で

あります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、ありません。 

 
（２）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画は、ありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,600,000

計 99,600,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成18年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 30,200,000 30,200,000
名古屋証券取引所
市場第一部

―

計 30,200,000 30,200,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 30,200 ― 5,250 ― 4,011



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
（注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社       900千株 

日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社     604千株 

２ 住所欄の（ ）書きは、常任代理人の住所を記載しております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,700株(議決権37個)含まれております。

氏名又は名称 住所
所有株式
数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２－１ 2,542 8.4

株式会社メタルワン 東京都港区芝３丁目２３－１ 2,533 8.4

日鐵商事株式會社 東京都千代田区大手町２丁目２－１ 1,260 4.2

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 900 3.0

中部証券金融株式会社 名古屋市中区栄３丁目３－１７ 823 2.7

岡谷鋼機株式会社 名古屋市中区栄2丁目４－１８ 800 2.6

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目７－１ 800 2.6

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目８－１１ 604 2.0

シー エム ビー エル エス 
エーリ・ミューチャル ファン
ド  
常任代理人 ㈱みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務室

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 564 1.9

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505019    
常任代理人 ㈱みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務室

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 554 1.8

計 ― 11,383 37.7 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 15,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 30,183,900 301,839 ―

単元未満株式 普通株式 300 ― ―

発行済株式総数 30,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 301,839 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
中部鋼鈑㈱

名古屋市中川区小碓通５丁
目１番地

15,800 ― 15,800 0.1

計 ― 15,800 ― 15,800 0.1

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,823 1,710 1,555 1,568 1,433 1,415

最低(円) 1,610 1,400 1,180 1,120 1,260 1,204



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

  

  

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年4月１日から平成17

年9月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)の

中間財務諸表については中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間(平成18

年４月１日から平成18年9月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成18年4月1日から平

成18年9月30日まで)の中間財務諸表についてはみすず監査法人及び公認会計士 大籔幸一氏により中間

監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年9月1日をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,119 1,356 2,019

２ 受取手形及び売掛金
  
※3 15,199 17,410 14,482

３ 有価証券 600 600 4,102

４ たな卸資産 4,192 4,812 4,414

５ その他 533 509 697

６ 貸倒引当金 △34 △40 △32

流動資産合計 21,609 46.7 24,648 47.4 25,684 49.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※1,2

(1) 建物及び構築物 6,530 6,908 6,881

(2) 機械装置及び 
  運搬具、工具、 
  器具及び備品

11,233 12,286 11,402

(3) その他 1,492 1,871 1,524

有形固定資産合計 19,256 21,066 19,808

２ 無形固定資産 199 143 164

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※2 4,734 5,614 5,686

(2) 投資その他の資産 563 633 483

(3) 貸倒引当金 △128 △85 △98

投資その他の 
資産合計

5,168 6,162 6,071

固定資産合計 24,625 53.3 27,371 52.6 26,044 50.3

資産合計 46,234 100.0 52,020 100.0 51,728 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 ※3 4,252 5,417 4,397

２ 短期借入金 ※2 1,778 1,151 1,519

３ 未払金 895 1,312 1,278

４ 未払法人税等 3,036 2,176 4,629

５ 賞与引当金 446 552 529

６ 役員賞与引当金 ─ 48 ─

７ その他 433 372 560

流動負債合計 10,844 23.4 11,031 21.2 12,915 25.0

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※2 2,350 1,201 1,688

２ 退職給付引当金 584 717 655

３ その他 58 45 117

固定負債合計 2,993 6.5 1,964 3.8 2,461 4.7

負債合計 13,838 29.9 12,996 25.0 15,377 29.7

(少数株主持分)

少数株主持分 78 0.2 ― ― 85 0.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,250 11.3 ― ― 5,250 10.1

Ⅱ 資本剰余金 4,015 8.7 ― ― 4,015 7.8

Ⅲ 利益剰余金 22,406 48.5 ― ― 26,146 50.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

652 1.4 ― ― 859 1.7

Ⅴ 自己株式 △5 △0.0
―

― △5 △0.0

資本合計 32,318 69.9 ― ― 36,265 70.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計

46,234 100.0 ― ― 51,728 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― 5,250 ―

２ 資本剰余金 ― 4,015 ―

３ 利益剰余金 ― 28,906 ―

４ 自己株式 ― △6 ―

株主資本合計 ― ─ 38,166 73.4 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

― 763 ―

評価・換算差額等 
合計

― ─ 763 1.4 ― ─

Ⅲ 少数株主持分 ― ─ 94 0.2 ― ─

純資産合計 ― ─ 39,024 75.0 ― ─

負債純資産合計 ― ─ 52,020 100.0 ― ─



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 27,706 100.0 25,510 100.0 53,871 100.0

Ⅱ 売上原価 17,699 63.9 17,450 68.4 34,597 64.2

売上総利益 10,006 36.1 8,060 31.6 19,273 35.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 販売運賃及び諸掛 1,223 1,202 2,390

２ 給与手当及び
  役員報酬

505 561 1,196

３ 貸倒引当金繰入額 ─ 7 ─ 

４ 賞与引当金繰入額 150 182 168

５ 役員賞与引当金繰入 
  額

─ 48 ─

６ 退職給付引当金
  繰入額

159 52 194

７ その他 565 2,604 9.4 491 2,547 10.0 1,099 5,050 9.4

営業利益 7,402 26.7 5,512 21.6 14,223 26.4

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 6 15 21

２ 受取配当金 10 13 17

３ 有価証券売却益 5 2 9

４ 賃貸料収入 8 8 16

５ 仕入割引 5 6 9

６ 雑収益 39 76 0.2 26 73 0.3 65 140 0.3

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 41 30 72

２ 固定資産処分損 124 94 206

３ 雑損失 14 180 0.6 28 153 0.6 39 318 0.6

経常利益 7,298 26.3 5,432 21.3 14,045 26.1

Ⅵ 特別利益

１ 貸倒引当金戻入益 37 37 0.1 1 1 0.0 64 64 0.1

Ⅶ 特別損失

１ 会員権評価損 10 ― 10

２ 固定資産除却損 ※１ 62 72 0.2 ― ― ─ 100 111 0.2

税金等調整前中間 
（当期）純利益

7,263 26.2 5,434 21.3 13,999 26.0

法人税、住民税
及び事業税

2,984 2,140 5,864

法人税等調整額 △89 2,894 10.5 74 2,214 8.7 △284 5,579 10.4

少数株主利益 9 0.0 9 0.0 16 0.0

中間（当期）純利益 4,359 15.7 3,209 12.6 8,402 15.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,015 4,015

Ⅱ 資本剰余金
中間期末(期末)残高

4,015 4,015

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 18,422 18,422

Ⅱ 利益剰余金増加高

1 中間（当期）純利益 4,359 4,359 8,402 8,402

Ⅲ 利益剰余金減少高

1 配当金 301 603

2 役員賞与 73 375 73 677

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

22,406 26,146



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,250 4,015 26,146 △5 35,406

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注） △362 △362

 役員賞与の支払(注） △88 △88

 中間純利益 3,209 3,209

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

─

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 2,759 △0 2,759

平成18年９月30日残高(百万円) 5,250 4,015 28,906 △6 38,166

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 859 859 85 36,351

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注） △362

 役員賞与の支払(注） △88

 中間純利益 3,209

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△95 △95 8 △86

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△95 △95 8 2,672

平成18年９月30日残高(百万円) 763 763 94 39,024



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期） 
純利益

7,263 5,434 13,999

減価償却費 723 800 1,475

会員権評価損 10 ― 10

固定資産処分損 187 94 306

有価証券売却益 △5 △2 △9

引当金の増減額(減少は△) △61 128 59

受取利息及び受取配当金 △16 △28 △38

支払利息 41 30 72

売上債権の増減額(増加は△) △2,844 △2,927 △2,128

たな卸資産の増減額 
(増加は△)

453 △397 231

仕入債務の増減額(減少は△) △430 1,019 △286

未払消費税等の増減額 
(減少は△)

△366 △209 △266

役員賞与の支払額 △73 △88 △73

その他 279 139 273

小計 5,157 3,992 13,625

利息及び配当金の受取額 16 31 37

利息の支払額 △42 △32 △75

法人税等の支払額 △2,631 △4,593 △3,924

法人税等の還付額 3 4 3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

2,503 △596 9,666



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

有形固定資産 
の取得による支出

△1,236 △2,150 △2,218

有形固定資産 
の売却による収入

0 11 13

投資有価証券 
の取得による支出

△1,637 △208 △2,256

有価証券の償還による収入 ― 1,499 ―

投資有価証券 
の売却による収入

508 5 524

その他 75 △6 △1,397

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△2,289 △848 △5,335

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 △700 ― △700

長期借入金の返済による支出 △1,114 △855 △2,034

自己株式取得による支出 △0 △0 △0

親会社による配当金の支払額 △299 △360 △599

少数株主への配当金の支払額 △0 △0 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△2,114 △1,216 △3,335

Ⅳ 現金及び現金同等物
の増減額

△1,900 △2,661 995

Ⅴ 現金及び現金同等物
の期首残高

3,614 4,609 3,614

Ⅵ 現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

※１ 1,714 1,948 4,609



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 子会社６社(明徳産業株

式会社・中鋼企業株式会

社・シーケー商事株式会

社・シーケークリーンアド

株式会社・シーケー物流株

式会社・株式会社マメック

ス)の全部を連結の範囲に

含めております。

 前中間連結会計期間に同

じです。

 前中間連結会計期間に同

じです。

２ 持分法の適用に関

する事項

 該当事項ありません。  前中間連結会計期間に同

じです。

 前中間連結会計期間に同

じです。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

 すべての連結子会社の中

間決算日は中間連結決算日

と一致しております。

 前中間連結会計期間に同

じです。

 すべての連結子会社の事

業年度の末日は連結決算日

と一致しております。

４ 会計処理基準に関

する事項

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

  満期保有目的の債券に

ついては、償却原価法を

採用しております。

  その他有価証券につい

ては、時価のあるもの

は、中間決算末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)を採用しており

ます。

  時価のないものは、移

動平均法による原価法を

採用しております。

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

  満期保有目的の債券に

ついては、償却原価法を

採用しております。

  その他有価証券につい

ては、時価のあるもの

は、中間決算末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定)を採用してお

ります。

  時価のないものは、移

動平均法による原価法を

採用しております。

  

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

  満期保有目的の債券に

ついては、償却原価法を

採用しております。

  その他有価証券につい

ては、時価のあるもの

は、決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)を採用しておりま

す。

  時価のないものは、移

動平均法による原価法を

採用しております。

② たな卸資産

  主として移動平均法に

よる原価法を採用してお

ります。

② たな卸資産

  前中間連結会計期間に

同じです。

② たな卸資産

  前中間連結会計期間に

同じです。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

  当社は、定額法を採用

し、連結子会社は定率法

（但し、平成10年４月１

日以降取得の建物（建物

附属設備を除く）は定額

法）を採用しておりま

す。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

  前中間連結会計期間に

同じです。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

  前中間連結会計期間に

同じです。

② 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  ただし、ソフトウエア

(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法を採用しておりま

す。

② 無形固定資産

  前中間連結会計期間に

同じです。

② 無形固定資産

  前中間連結会計期間に

同じです。

(ハ)重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(ハ)重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  前中間連結会計期間に

同じです。

(ハ)重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  前中間連結会計期間に

同じです。

② 賞与引当金

  従業員の賞与に充てる

ため、実際支給額を予想

して、その当中間連結会

計期間負担額を計上して

おります。    

② 賞与引当金

  前中間連結会計期間に

同じです。       

② 賞与引当金

  従業員の賞与に充てる

ため、実際支給額を予想

して、その当連結会計年

度負担額を計上しており

ます。



 
  

項目
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

③ ────────

   

③ 役員賞与引当金

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当

中間連結会計期間負担額

を計上しております。

(会計方針の変更）

 当中間連結会計期間より

「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委

員会平成17年11月29日企

業会計基準第４号）を適

用しております。    

これにより、従来の方法

によった場合と比較し営

業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益は

それぞれ48百万円減少し

ております。      

  なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

         

③ ────────

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

 過去勤務債務は、発生

年度に全額費用処理し、

数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる按分額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より

費用処理することとして

おります。

④ 退職給付引当金 

 前中間連結会計期間に

同じです。 

  

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年

度末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

 過去勤務債務は、発生

年度に全額費用処理し、

数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる按分額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より

費用処理することとして

おります。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(ニ)重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理を採用しておりま

す。

(ニ)重要なリース取引の処

理方法

  前中間連結会計期間に

同じです。

(ニ)重要なリース取引の処

理方法

  前中間連結会計期間に

同じです。

(ホ)重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は特例処理の要件を満た

している為、特例処理を

採用しています。

(ホ)重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

  前中間連結会計期間に

同じです。

(ホ)重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

  前中間連結会計期間に

同じです。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  ヘッジ対象

金利スワップ 借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対象

前中間連結会計期間に

同じです。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

前中間連結会計期間に

同じです。

③ヘッジ方針

  金利スワップ取引は、

市場金利変動によるリス

クを回避するのが目的で

す。取引の実行管理は連

結財務諸表提出会社の財

務部で行っており、リス

ク管理に対しては、リス

クが極めて限定的な金利

スワップのみを実施して

いるため、取引に関する

管理規定は特に設けてお

りません。

③ヘッジ方針

  前中間連結会計期間に

同じです。

③ヘッジ方針

  前中間連結会計期間に

同じです。

(へ)その他の中間連結財務

諸表作成のための重要な事

項 

① 消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用してお

ります。 

 

(ヘ)その他の中間連結財務

諸表作成のための重要な事

項 

① 消費税等の会計処理 

  前中間連結会計期間に

同じです。

(ヘ)その他の連結財務諸表

作成のための重要な事項 

 

① 消費税等の会計処理 

  前中間連結会計期間に

同じです。

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)の範

囲は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっ

ております。

 前中間連結会計期間に同

じです。

 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)の範囲

は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなって

おります。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

  

 
注記事項 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

    ──────── （固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

    

    ───────
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会平成17年12月9日企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月9日  企業会

計基準適用指針第８号）を適用し

ております。          

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、38,929百万円でありま

す。              

 なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

    

    ────────

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間連結貸借対照表） 

 投資その他の資産の「投資その他の資産」に含めて

表示しておりました「投資有価証券」（前中間連結会

計期間1,316百万円）は、資産の総額の100分の５を超

えたため、当中間連結会計期間末より区分掲記してお

ります。 

 前中間連結会計期間において流動負債の「その他」

に含めて表示しておりました「未払法人税等」（前中

間連結会計期間45百万円）については、負債、少数株

主持分及び資本の合計の100分の５超となったため、当

中間連結会計期間より区分掲記しております。

         

        ───────

           



(中間連結貸借対照表関係) 

  

 

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

36,633百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

37,286百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

37,094百万円

※２ 担保に供されている資産及び

当該担保が付されている債務

※２ 担保に供されている資産及び

当該担保が付されている債務

※２ 担保に供されている資産及び

当該担保が付されている債務

 

(担保
資産)

(金額) 
(百万円)

(当該担保が付されて
いる債務及び内容) 
（百万円）

投資有 
価証券

20 ―     ―

工場 
財団

16,109
長期 
借入金

    3,190

(１年内返済1,156百万円を含む)

   上記の他、長期借入金（１年

内返済含む）48百万円につい

て総財産担保留保条項が付さ

れています。

   なお、投資有価証券の20百万

円は、グリーンサイトジャパ

ン㈱の銀行借入の担保に供し

ております。

 

(担保
資産)

(金額)
(百万円)

(当該担保が付されて
いる債務及び内容) 
（百万円）

工場 
財団

17,470
長期
借入金

  2,034

  

(１年内返済879百万円を含む)

   なお、上記の他、投資有価証

券20百万円は、グリーンサイ

トジャパン㈱の銀行借入の担

保に供しております。

 

 

(担保
資産)

(金額)
(百万円)

(当該担保が付されて
いる債務及び内容) 
（百万円）

工場
財団

  16,685
 

長期 

借入金
 2,619

  

(１年内返済1,061 百万円を含む)

   なお、上記の他、投資有価証

券20百万円は、グリーンサイ

トジャパン㈱の銀行借入の担

保に供しております。

   

 

 

(工場財団の内訳)

建物及び構築物 4,833百万円

機械装置及び運搬具、 
工具・器具及び備品

10,649

その他 626

※３   ────

 

 

(工場財団の内訳)

建物及び構築物 5,197百万円

機械装置及び運搬具、
工具・器具及び備品

11,646

その他 626

※３ 中間連結会計期間末日の

満期手形処理    

中間連結会計期間末日に満期と
なる手形の会計処理は実際の手
形交換日に処理する方法を採用
しております。なお、当中間連
結会計期間の末日は、金融機関
の休日であったため、次の満期
手形が中間連結会計期間末日の
残高に含まれております。

受取手形     674百万円

支払手形      79百万円

 

(工場財団の内訳)

建物及び構築物 5,231百万円

機械装置及び運搬具、 
工具・器具及び備品

10,827

その他 626

※３  ────

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 固定資産除却損の内訳

機械装置及び運搬具、
工具、器具及び備品

6百万円

その他 56

計 62

※1    ─────

 

※１ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 26百万円

機械装置及び運搬具、
工具、器具及び備品

その他        

10  

63    

計 100



当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

普通株式の増加100株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株)               30,200          ―          ―               30,200

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株)        15,754         100          ―               15,854

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日
定時株主総会

普通株式 362 12 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月15日  
取締役会

普通株式 利益剰余金 362 12 平成18年９月30日 平成18年12月５日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 1,119百万円

有価証券勘定 600

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△5

現金及び現金同等物 1,714
 

現金及び預金勘定 1,356百万円

有価証券勘定 600

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△8

現金及び現金同等物 1,948

現金及び預金勘定 2,019百万円

有価証券勘定 4,102

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△9

償還期間が3ヶ月を
超える債券

△1,502

現金及び現金同等物 4,609



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間連結
会計期間
末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具、
工具、器具
及び備品

116 70 45

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間連結
会計期間
末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具、
工具、器具
及び備品

  113   88   24

無形固定資
産（ソフト
ウェア）

   6    0    5

合計 119 89 29

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具、
工具、器具
及び備品

   116      82      34

無形固定資
産(ソフト
ウェア）

     6       0       6

合計 122 82 40

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間連結会計期間末残高が

有形固定資産の中間連結会計期間末

残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間連結会計期間末残高が

有形固定資産の中間連結会計期間末

残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。

 

２ 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額

１年以内 22百万円

１年超 23

合計 45

 なお、未経過リース料中間連結会

計期間末残高相当額は、未経過リー

ス料中間連結会計期間末残高が有形

固定資産の中間連結会計期間末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

 

２ 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額

１年以内 12百万円

１年超 17

合計 29

 なお、未経過リース料中間連結会

計期間末残高相当額は、未経過リー

ス料中間連結会計期間末残高が有形

固定資産の中間連結会計期間末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 17百万円

１年超 22

合計 40

 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

(1)満期保有目的の債券 

 
  
(2)その他有価証券 

 
(注)１ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合

は減損の対象とし、30％以上下落した場合は回復可能性の判断の対象とし、減損の要否を判断しております。 

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 
  

 
  

前中間連結会計期間 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価 
(百万円)

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

② 社債 ― ― ― ― ― ― 1,002 1,002 △0

③ その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ― ― 1,002 1,002 △0

前中間連結会計期間 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価 
(百万円)

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

① 株式 708 1,828 1,119 706 1,926 1,220 702 2,223 1,520

② 債券 2,733 2,707 △25 3,334 3,284 △50 3,340 3,258 △81

③ その他 113 119 5 315 322 6 115 123 8

計 3,556 4,655 1,098 4,357 5,532 1,175 4,158 5,606 1,447

前中間連結会計期間 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

① 非上場株式 79 81 80

② MMF等 600 600 3,099

計 679 681 3,179



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているので、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているので、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しているので、記載を省略しております。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 鉄鋼関連事業………………鋼板、加工製品、鋳片の製造販売 

(2) レンタル事業………………業務用厨房向グリスフィルターのレンタル事業 

(3) 倉庫事業……………………危険品倉庫事業 

(4) 食品事業……………………冷凍豆腐製造・販売 

(5) 医療廃棄物処理事業………医療廃棄物の処理 

(6) エンジニアリング事業……機械設備製作、保守整備 

(7) その他事業…………………スポーツ施設の運営等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

鉄鋼関連
事業 
(百万円)

レンタル
事業 
(百万円)

倉庫事業 
(百万円)

食品事業
(百万円)

医療廃棄
物処理 
事業 
(百万円)

エンジニ
アリング
事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

26,279 152 118 183 101 763 108 27,706 - 27,706

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

- 2 5 0 - 0 18 26 (26) -

計 26,279 155 123 183 101 763 126 27,732 (26) 27,706

営業費用 19,094 136 85 167 65 728 114 20,391 (87) 20,304

営業利益 7,184 19 38 16 35 34 11 7,341 60 7,402



当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 鉄鋼関連事業………………鋼板、加工製品、鋳片の製造販売 

(2) レンタル事業………………業務用厨房向グリスフィルターのレンタル事業 

(3) 倉庫事業……………………危険品倉庫事業 

(4) 食品事業……………………冷凍豆腐製造・販売 

(5) 医療廃棄物処理事業………医療廃棄物の処理 

(6) エンジニアリング事業……機械設備製作、保守整備 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 会計方針の変更(当中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(ハ)③に記載のとおり、当中間連結会計期間

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適

用しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当中間連結会計期間における営業費用は、鉄鋼関連事

業が４５百万円、レンタル事業が０百万円、倉庫事業が１百万円、エンジニアリング事業が１百万円増加

し、営業利益が同額減少しております。 

５ 事業区分について 

従来、鉄鋼関連事業、レンタル事業、倉庫事業、食品事業、医療廃棄物処理事業、エンジニアリング事業、

その他事業の区分によっておりましたが、その他事業の区分に含めていた連結子会社である中鋼企業㈱が運

営していたスポーツ施設の運営等事業については営業活動を平成18年3月末までに休止いたしました。当中

間連結会計期間から同社の営業目的の事業はなくなったため、その他事業の記載は廃止し中鋼企業㈱で発生

している営業費用7百万円については鉄鋼関連事業に含めております。 

  

  

 
  

  

 
  

鉄鋼関連
事業 
(百万円)

レンタル
事業 
(百万円)

倉庫事業 
(百万円)

食品事業
(百万円)

医療廃棄
物処理 
事業 
(百万円)

エンジニ
アリング
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

24,143 162 130 221 101 751 25,510 - 25,510

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

- 2 6 0 - 0 9 (9) -

計 24,143 165 137 221 101 751 25,520 (9) 25,510

営業費用 18,853 145 103 193 66 688 20,050 (52) 19,997

営業利益 5,289 19 33 27 35 63 5,469 43 5,512



前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年3月31日) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 鉄鋼関連事業………………鋼板、加工製品、鋳片の製造販売 

(2) レンタル事業………………業務用厨房向グリスフィルターのレンタル事業 

(3) 倉庫事業……………………危険品倉庫事業 

(4) 食品事業……………………冷凍豆腐製造・販売 

(5) 医療廃棄物処理事業………医療廃棄物の処理 

(6) エンジニアリング事業……機械設備製作、保守整備 

(7) その他事業…………………スポーツ施設の運営等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも在外子会社及び在外支店がないため

該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも海外売上高がないため該当事項はあ

りません。 

  

  

  

  

  

  

  

鉄鋼関連
事業 
(百万円)

レンタル
事業 
(百万円)

倉庫事業 
(百万円)

食品事業
(百万円)

医療廃棄
物処理 
事業 
(百万円)

エンジニ
アリング
事業 
(百万円)

その他事
業（百万
円）

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

50,996 315 243 368 200 1,569 176 53,871 ― 53,871

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― 10 9 0 ― 0 31 52 (52) -

計 50,996 325 253 369 200 1,569 208 53,923 (52) 53,871

営業費用 37,171 280 192 333 136 1,504 199 39,818 (170) 39,647

営業利益 13,825 45 60 35 63 65 9 14,105 118 14,223



(１株当たり情報) 

  

 
  

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項ありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,070.69円 １株当たり純資産額 1,289.74円 １株当たり純資産額 1,198.56円

１株当たり中間純利益 144.43円 １株当たり中間純利益 106.34円 １株当たり当期純利益 275.45円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間（当期）

純利益

 

4,359百万円

 

     3,209百万円

 

    8,402百万円

普通株式に係る中間（当期）純利益 4,359百万円   3,209百万円    8,314百万円

普通株主に帰属しない金額 

 利益処分による役員賞与金

 

     ―

 

     ―

 

      88百万円

普通株式の期中平均株式数 30,184千株 30,184千株 30,184千株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 337 967 1,283

２ 売掛金 13,822 16,761 13,076

３ 有価証券 600 600 4,102

４ たな卸資産 4,004 4,633 4,273

５ その他 1,206 415 1,150

流動資産合計 19,970 44.8 23,378 46.1 23,886 47.9

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※1,2

(1) 建物 5,225 5,545 5,587

(2) 機械及び装置 10,855 11,902 11,018

(3) 土地 865 1,041 865

(4) その他 1,363 1,602 1,391

有形固定資産合計 18,310 20,092 18,864

２ 無形固定資産 190 119 153

３ 投資その他の資産
 
 

(1) 投資有価証券 ※２ 4,659 5,527 5,590

(2) 投資その他の資産 ※３ 1,512 1,619 1,448

(3) 貸倒引当金 △50 △37 △50

投資その他の 
資産合計

6,121 7,109 6,988

固定資産合計 24,622 55.2 27,321 53.9 26,006 52.1

資産合計 44,592 100.0 50,699 100.0 49,893 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 ※４ 50 5 5

２ 買掛金 3,163 4,054 3,352

３ 短期借入金 ※２ 2,052 2,142 1,849

４ 未払金 1,335 2,095 1,652

５ 未払法人税等 2,995 2,003 4,537

６ 未払消費税等 ※５ 248 128 342

７ 賞与引当金 369 460 448

８ 役員賞与引当金 ― 40 ―

９ その他 135 169 166

流動負債合計 10,351 23.2 11,097 21.9 12,353 24.8

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 2,308 1,186 1,660

２ 繰延税金負債 ― ― 53

３ 退職給付引当金 515 668 605

固定負債合計 2,823 6.3 1,854 3.6 2,320 4.6

負債合計 13,175 29.5 12,952 25.5 14,673 29.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,250 11.8 ― ― 5,250 10.5

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 4,011 ― 4,011

２ その他資本剰余金 4 ― 4

資本剰余金合計 4,015 9.0 ― ― 4,015 8.1

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 348 ― 348

２ 任意積立金 16,005 ― 16,005

３ 中間(当期)
未処分利益

5,173 ― 8,783

利益剰余金合計 21,527 48.3 ― ― 25,136 50.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

630 1.4 ― ― 822 1.7

Ⅴ 自己株式 △5 △0.0 ― ― △5 △0.0

資本合計 31,417 70.5 ― ― 35,219 70.6

負債・資本合計 44,592 100.0 ― ― 49,893 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― 5,250 ―

２ 資本剰余金

(1) 資本準備金 ─ 4,011 ─

(2) その他資本剰余金 ─ 4 ─

資本剰余金合計 ― 4,015 ―

３ 利益剰余金

(1) 利益準備金 ─ 348 ─

(2) その他利益剰余金

  特別償却準備金 ─ 5 ─

別途積立金 ─ 23,000 ─

繰越利益剰余金 ─ 4,399 ─

利益剰余金合計 ― 27,752 ―

４ 自己株式 ― △6 ―

株主資本合計 ― ─ 37,012 73.0 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

― 734 ―

評価・換算差額等 
合計

― ─ 734 1.5 ― ─

純資産合計 ― ─ 37,746 74.5 ― ─

負債純資産合計 ― ─ 50,699 100.0 ― ─



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,636 100.0 22,764 100.0 48,006 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３ 15,335 62.2 15,365 67.5 30,043 62.6

売上総利益 9,301 37.8 7,398 32.5 17,963 37.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 2,210 9.0 2,174 9.6 4,278 8.9

営業利益 7,090 28.8 5,223 22.9 13,684 28.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 151 0.6 128 0.6 273 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 197 0.8 179 0.8 341 0.7

経常利益 7,045 28.6 5,173 22.7 13,617 28.4

Ⅵ 特別利益 ※4,6 1 0.0 1 0.0 48 0.1

Ⅶ 特別損失 ※5,6 71 0.3 － － 145 0.3

税引前中間（当期）
純利益

6,974 28.3 5,174 22.7 13,520 28.2

法人税、住民税 
及び事業税

2,941 11.9 1,968 8.6 5,737 11.9

法人税等調整額 △142 △0.5 148 0.7 △303 △0.6

中間（当期）純利益 4,174 16.9 3,057 13.4 8,086 16.9

前期繰越利益 998 ― 998

中間配当額 ― ― 301

中間（当期） 
未処分利益

5,173 ― 8,783



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

                                                            株主資本

  

資本金

    資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資本
合計資本 

準備金

その他資
本  剰
余金

資本 
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計

特別  
償却  
準備金

別途  
積立金

繰越
利益 
剰余金

平成18年3月31日
残高（百万円）

5,250 4,011 4 4,015 348 5 16,000 8,783 25,136 △5 34,396

当中間会計期間中
の変動額

剰余金の配当(注） △362 △362 △362

別途積立金の   
積立(注）

7,000 △7,000 － －

利益処分による役
員賞与(注）

△80 △80 △80

中間純利益 3,057 3,057 3,057

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

－

中間会計期間中の
変動合計（百万円）

－ － － － － － 7,000 △4,384 2,615 △0 2,615

平成18年9月30日
残高（百万円）

5,250 4,011 4 4,015 348 5 23,000 4,399 27,752 △6 37,012

    評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券   
評価差額金

評価・換算差額等   
合計

平成18年3月31日残高（百万円） 822 822 35,219

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当(注） △362

別途積立金の積立(注） －

利益処分による役員賞与(注） △80

中間純利益 3,057

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

△88 △88 △88

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

△88 △88 2,527

平成18年9月30日残高（百万円） 734 734 37,746



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 資産の評価基準及

び評価方法

(イ)たな卸資産  評価基準は原価法によっ

ており、評価方法は移動平

均法を採用しております。 

 ただしロールの評価方法

は、個別法によって算定さ

れた取得原価から減耗額を

控除した方法を採用してお

ります。

 前中間会計期間に同じで

す。

 前中間会計期間に同じで

す。

(ロ)有価証券  満期保有目的の債券につ

いては償却原価法を採用し

ております。 

 子会社株式については移

動平均法による原価法を採

用しております。 

 その他有価証券について

は、時価のあるものは、中

間決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用し

ております。 

 時価のないものは、移動

平均法による原価法を採用

しております。

 満期保有目的の債券につ

いては償却原価法を採用し

ております。 

 子会社株式については移

動平均法による原価法を採

用しております。 

 その他有価証券について

は、時価のあるものは、中

間決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用

しております。 

 時価のないものは、移動

平均法による原価法を採用

しております。

 満期保有目的の債券につ

いては償却原価法を採用し

ております。

子会社株式については移

動平均法による原価法を採

用しております。

 その他有価証券について

は、時価のあるものは、決

算末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用してお

ります。

 時価のないものは、移動

平均法による原価法を採用

しております。

(2) 固定資産の減価償

却の方法

(イ)有形固定資産 定額法を採用しておりま

す。

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。

前中間会計期間に同じで

す。

前中間会計期間に同じで

す。 

 

(ロ)無形固定資産  定額法を採用しておりま

す。 

 ただし、ソフトウエア

(自社利用分)については、

社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採

用しております。

 前中間会計期間に同じで

す。

 前中間会計期間に同じで

す。



 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金

  

  

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

  

  

 前中間会計期間に同じで

す。

  

  

 前中間会計期間に同じで

す。           

(ロ)子会社株式評価

引当金

子会社の投資に対する損失

に備えるため、子会社の財

政状態を勘案して計上して

おります。

 前中間会計期間に同じで

す。

 前中間会計期間に同じで

す。

(ハ)賞与引当金  従業員の賞与に充てるた

め、実際支給額を予想し

て、その当中間会計期間負

担額を計上しております。

 前中間会計期間に同じで

す。

 従業員の賞与に充てるた

め、実際支給額を予想し

て、その当事業年度負担額

を計上しております。

(ニ)役員賞与引当金      ―  役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額のうち当中間会計

期間負担額を計上しており

ます。

(会計方針の変更）    

当中間会計期間より「役員

賞与に関する会計基準（企

業会計基準委員会平成17年

11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しておりま

す。           

これにより、従来の方法に

よった場合と比較し営業利

益、経常利益及び税引前中

間純利益はそれぞれ40百万

円減少しております。   

          ─

(ホ)退職給付引当金  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 過去勤務債務は、発生年

度に全額費用処理し、数理

計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による按分額を

それぞれ発生の翌事業年度

より費用処理することとし

ております。

 前中間会計期間に同じで

す。

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務は、発生年

度に全額費用処理し、数理

計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による按分額を

それぞれ発生の翌事業年度

より費用処理することとし

ております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) リース取引の処
理方法

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理を採用し
ております。

前中間会計期間に同じで
す。

前中間会計期間に同じで
す。

(5) ヘッジ会計の方

法

(1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては

特例処理の要件を満たして

いる為、特例処理を採用し

ています。

(1) ヘッジ会計の方法 

 前中間会計期間に同じで

す。

(1) ヘッジ会計の方法

 前中間会計期間に同じで

す。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ヘッジ手段 金利スワッ

プ 

 ヘッジ対象 借入金

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 前中間会計期間に同じで

す。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

 前中間会計期間に同じで

す。

(3)ヘッジ方針 

 金利スワップ取引は、市

場金利変動によるリスクを

回避するのが目的です。 

 取引の実行管理は財務部

で行っており、リスク管理

に対しては、リスクが極め

て限定的な金利スワップの

みを実施しているため、取

引に関する管理規定は特に

設けておりません。

(3)ヘッジ方針 

 前中間会計期間に同じで

す。

(3)ヘッジ方針

 前中間会計期間に同じで

す。

(6) その他中間財務

諸表(財務諸表)

作成のための基

本となる重要な

事項

消費税等の会計

処理

 税抜方式を採用しており

ます。

 前中間会計期間に同じで

す。 

 

前中間会計期間に同じで

す。



  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

      

     ─────

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 

     ─────
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）         

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会平成17年

12月9日  企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日  企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。    

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、37,746百万円であります。

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。      

     ─────

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間貸借対照表） 

 投資その他の資産の「投資その他の資産」に含めて

表示しておりました「投資有価証券」（前中間会計期

間末1,266百万円）は、資産の総額の100分の５を超え

たため、当中間会計期間末より区分掲記しておりま

す。

      

      

          ─────

           



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

 
  

事項
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の

取得価額から控

除した減価償却

累計額

36,665百万円 37,172百万円 36,911百万円

※２ 担保に供されて

いる資産及び当

該担保が付され

ている債務

 

(担保
資産)

(金額) 
(百万円)

(当該担保が 
付されている 
債務) 
(百万円)

投資有
価証券

20 ― ―

工場 
財団

16,395
長期 
借入金

3,190

(１年内返済1,156百万円
を含む)

上記の他、長期借入金

（１年内返済含む）

48百万円について総財

産担保留保条項が付さ

れています。

なお、投資有価証券の

20百万円は、グリーン

サイトジャパン㈱の銀

行借入の担保に供して

おります。

 

(担保
資産)

(金額)
(百万円)

(当該担保が
付されている 
債務) 
(百万円)

工場
財団

17,800
長期
借入金

2,034

(１年内返済879百万円
を含む)

なお、上記の他、投資

有価証券の20百万円

は、グリーンサイトジ

ャパン㈱の銀行借入の

担保に供しておりま

す。

 

 

(担保
資産)

(金額) 
(百万円)

(当該担保が 
付されている 
債務) 
(百万円)

  
工場 
財団

16,956
 長期
借入金

2,619

(１年内返済1,061百万円
        を含む)

なお、上記の他、投資

有価証券の20百万円

は、グリーンサイトジ

ャパン㈱の銀行借入の

担保に供しておりま

す。

  

 

(工場財団の内訳)

建物 4,051百万円

機械及び装置 10,851

有形固定資産 
その他

1,492

 

(工場財団の内訳)

建物 4,411百万円

機械及び装置 11,899

有形固定資産
その他

1,489

 

(工場財団の内訳)

建物 4,432百万円

機械及び装置 11,015

有形固定資産 
その他

1,508

※３ 子会社株式評価

引当金

 投資その他の資産から子会

社株式評価引当金253百万円

を控除しております。

 投資その他の資産から子会

社株式評価引当金206百万円

を控除しております。

 投資その他の資産から子会

社株式評価引当金206百万円

を控除しております。

※４ 期末日満期手形 ────────  中間会計期間末日の満期手

形の処理は実際の手形交換日

に処理する方法を採用してお

ります。なお、当中間会計期

間の末日は、金融機関の休日

であったため、次の満期手形

が中間会計期間末日の残高に

含まれております。

 支払手形   １百万円

────────

※５ 消費税等の取扱 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、未払

消費税等として表示してい

ます。

 前中間会計期間に同じで

す。
───────



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

    普通株式数の増加100株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

事項
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のうち

    受取利息 6百万円 15百万円 19百万円

※２ 営業外費用のうち

    支払利息 32百万円 21百万円 57百万円

※３ 減価償却実施額

  イ 有形固定資産

  ロ 無形固定資産

658百万円 

37百万円

743百万円 

34百万円

1,348百万円 

74百万円

※４ 特別利益のうち

   主要なもの

  イ 貸倒引当金戻入益

   ロ 子会社株式評価引当  

金戻入益

1百万円 

―百万円

1百万円 

―百万円

1百万円 

47百万円

※５ 特別損失のうち

   主要なもの

  イ 会員権評価損

  ロ 固定資産除却損

    (機械及び装置)

    (その他)

 

8百万円

63百万円

(7百万円)

(56百万円)

―百万円

―百万円

(― 百万円)

(― 百万円)

8百万円

137百万円

(7百万円)

(129百万円)

※６ 子会社株式評価引当金繰

入額

子会社の債務の資本振

替にともない、貸倒引

当金戻入益及び子会社

株式評価引当金繰入額

253百万円を相殺表示し

ております。

────────

     

子会社の債務の資本振

替にともない、貸倒引

当金戻入益及び子会社

株式評価引当金繰入額

253百万円を相殺表示し

ております。

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株）               15,754                  100          ―               15,854



(リース取引関係) 

  

 
  

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  

事項
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資産その
他

92 60 31

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資産その
他

92 78 14

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産その
他

92 70 22

なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。

なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。

なお、取得価額相当額

は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

 

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年以内 17百万円

１年超 14

合計 31

 なお、未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

 

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年以内 7百万円

１年超 6

合計 14

 なお、未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

 

２ 未経過リース料期末残

高相当額

１年以内 12百万円

１年超 10

合計 22

 なお、未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費 
相当額

9

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費
相当額

8

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額

支払リース料 18百万円

減価償却費 
相当額

18

４ 減価償却費相当額の算

定方法

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算

定方法

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算

定方法

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

 
  

  

(2) 【その他】 

第83期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年11月15日開催

の取締役会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

①中間配当金の総額               362百万円 

②１株当たり中間配当金               12 円 

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成18年12月5日 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,040.86円 １株当たり純資産額 1,250.55円 １株当たり純資産額 1,164.16円

１株当たり中間純利益 138.31円 １株当たり中間純利益 101.31円 １株当たり当期純利益 265.25円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の中間（当期）純利

益

  

     4,174百万円        3,057百万円

 

     8,086百万円

普通株式に係る中間（当期）純利益 4,174百万円 3,057百万円    8,006百万円

普通株主に帰属しない金額 

 利益処分による役員賞与金

  

     ―

  

     ―

  

      80百万円

普通株式の期中平均株式数 30,184千株
   

         30,184千株 30,184千株



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第82期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月27日 
関東財務局長に提出

(2) 自己株券買付状況報
告書

報告期間
自 平成18年10月19日 
至 平成18年10月31日

平成18年11月10日 
関東財務局長に提出



該当事項ありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

中 部 鋼 鈑 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている中部鋼鈑株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、中部鋼鈑株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

中 部 鋼 鈑 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている中部鋼鈑株式会社の平成

18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る

中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、中

部鋼鈑株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士大藪幸一との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

    

公認会計士大藪幸一事務所 

  

  公認会計士       大 藪 幸 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

中 部 鋼 鈑 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている中部鋼鈑株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第82期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、中部鋼

鈑株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

中 部 鋼 鈑 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている中部鋼鈑株式会社の平成

18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中

間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、中部鋼鈑株

式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）

の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士大藪幸一との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

    

公認会計士大藪幸一事務所 

  

  公認会計士       大 藪 幸 一 
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